
国立劇場再整備等事業 入札説明書・同添付資料等の訂正表(第１回)

№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

1 2_入札説明書 4 1 ３．事業概要_
（７）事業期
間等

令和４年８月29日～令和４年10月４日入札書及び第二次審査資料の
受付期間

令和４年９月30日～令和４年10月４日入札書及び第二次審査資料の
受付期間

2 2_入札説明書 5 22 ４．競争参加
資格_（１）_
⑤

⑤　応募者を構成する企業の変更は認めない。ただし、第二次審査
資料の提出期限の日までの期間に限り、応募者を構成する企業を変
更せざるを得ない事情が生じた場合は、振興会と協議するものと
し、その事情を検討のうえ振興会が認めた場合はこの限りでない。

⑤　応募者を構成する企業の変更は認めない。ただし、令和４年９
月５日までの期間に限り、応募者を構成する企業を変更せざるを得
ない事情が生じた場合は、振興会と協議するものとし、その事情を
検討のうえ振興会が認めた場合はこの限りでない。

3 2_入札説明書 17 34 ６．第一次審
査資料の提出_
（４）

（４）競争参加資格確認後は、応募者の構成員又は協力企業の変更
及び追加並びに携わる予定業務の変更は認めない。
　ただし、やむを得ない事情が生じ、応募者の構成員又は協力企業
を変更又は追加しようとする者にあっては、本入札説明書に対する
第３回質問提出期限の日までに申請し、振興会に対して協議を求
め、第二次審査資料の提出期限の日までに承諾を得るとともに、変
更又は追加後において４．に掲げる競争参加資格を有することが確
認できる場合（当該変更又は追加しようとする企業が、４．（３）
①、（４）①、（５）①、（６）、（７）①及び④の認定等を受け
ていない企業（当該認定等に係る申請を行ったことを確認できる企
業に限る。）である場合は、当該企業が、４．（２）①から⑩ま
で、（３）②から⑧まで（③を除く。）、（４）③及び④、（５）
②から⑧まで（③を除く。）、（６）②、（７）②に掲げる要件を
満たしており、かつ、４．（３）①、（４）①、（５）、（６）
①、（７）①及び④の認定等を受けていない企業にあっては、落札
の時において当該企業が４．（３）①及び③、（４）①及び②、
（５）①及び③、（６）①及び③、（７）①及び③並びに④に掲げ
る要件を満たしていることを条件とする。）に限り、応募者の構成
員又は協力企業の変更及び追加並びに携わる予定業務の変更をする
ことができる。

（４）競争参加資格確認後は、応募者の構成員又は協力企業の変更
及び追加並びに携わる予定業務の変更は認めない。
　ただし、やむを得ない事情が生じ、応募者の構成員又は協力企業
を変更又は追加しようとする者にあっては、本入札説明書に対する
令和４年９月５日までに申請し、振興会に対して協議を求め、第二
次審査資料の提出期限の日までに承諾を得るとともに、変更又は追
加後において４．に掲げる競争参加資格を有することが確認できる
場合（当該変更又は追加しようとする企業が、４．（３）①、
（４）①、（５）①、（６）、（７）①及び④の認定等を受けてい
ない企業（当該認定等に係る申請を行ったことを確認できる企業に
限る。）である場合は、当該企業が、４．（２）①から⑩まで、
（３）②から⑧まで（③を除く。）、（４）③及び④、（５）②か
ら⑧まで（③を除く。）、（６）②、（７）②に掲げる要件を満た
しており、かつ、４．（３）①、（４）①、（５）、（６）①、
（７）①及び④の認定等を受けていない企業にあっては、落札の時
において当該企業が４．（３）①及び③、（４）①及び②、（５）
①及び③、（６）①及び③、（７）①及び③並びに④に掲げる要件
を満たしていることを条件とする。）に限り、応募者の構成員又は
協力企業の変更及び追加並びに携わる予定業務の変更をすることが
できる。

4 2_入札説明書 21 18 13．入札書及
び第二次審査
資料の提出_①
提出期間

令和４年８月29日から令和４年10月４日までの休日を除く毎日、10
時から17時まで。ただし、最終日となる10月４日は12時までとす
る。

令和４年９月30日から令和４年10月４日までの休日を除く毎日、10
時から17時まで。ただし、最終日となる10月４日は12時までとす
る。

5 3_（資料-1）事業
契約書（案）

4 3 第９条（権利
義務の譲渡
等）

５　事業者は、前２項の場合において、自己の費用負担により、当
該保証契約又は当該履行保証保険契約の締結後速やかに、当該保証
金請求権又は当該各保険金請求権に第93条第２項及び第３項の違約
金支払債務を被担保債務とする質権を振興会のために設定する。

５　事業者は、前２項の場合において、自己の費用負担により、当
該保証契約又は当該履行保証保険契約の締結後速やかに、当該保証
金請求権又は当該各保険金請求権に第93条第２項の違約金支払債務
を被担保債務とする質権を振興会のために設定する。

6 3_（資料-1）事業
契約書（案）

4 16 第10条（権利
義務の譲渡
等）

第10条　事業者は、振興会の事前の承諾を得た場合を除き、本契約
及び定期借地権設定契約上の地位又は本契約及び定期借地権設定契
約に基づく権利若しくは義務を、出資者以外の者に譲渡若しくは承
継し、担保の目的に供し、又はその他の方法による処分をしてはな
らない。

第10条　事業者は、振興会の事前の承諾を得た場合を除き、本契約
及び定期借地権設定契約上の地位又は本契約及び定期借地権設定契
約に基づく権利若しくは義務を、譲渡若しくは承継し、担保の目的
に供し、又はその他の方法による処分をしてはならない。

7 3_（資料-1）事業
契約書（案）

4 26 第10条（権利
義務の譲渡
等）

５　事業者は、振興会の事前の承諾を得た場合を除き、施設整備中
の国立劇場の出来形部分のうち第87条の２の規定による部分払のた
めの確認を受けたものを、第三者に譲渡若しくは承継し、貸与し、
担保の目的に供し、又はその他の方法による処分をしてはならな
い。ただし、あらかじめ振興会の承諾を得た場合は、この限りでな
い。

５　事業者は、振興会の事前の承諾を得た場合を除き、施設整備中
の国立劇場の出来形部分のうち第66条第２項の規定による部分払の
ための確認を受けたものを、第三者に譲渡若しくは承継し、貸与
し、担保の目的に供し、又はその他の方法による処分をしてはなら
ない。ただし、あらかじめ振興会の承諾を得た場合は、この限りで
ない。

8 3_（資料-1）事業
契約書（案）

8 11 第17条（各業
務等における
第三者の使用
等）

イ　振興会の指定する期間内に、当該社会保険等未加入建設業者が
前項に掲げる届出をし、当該事実を確認することのできる書類（以
下「確認書類」という。）を、事業者が振興会に提出したとき

イ　振興会の指定する期間内に、当該社会保険等未加入建設業者が
第２項に掲げる届出をし、当該事実を確認することのできる書類
（以下「確認書類」という。）を、事業者が振興会に提出したとき

9 3_（資料-1）事業
契約書（案）

10 30 第22条（事業
者に対する支
払）

２　振興会は、本契約に基づいて生じた事業者に対する債権及び債
務を法令等の範囲内において対当額で相殺することができる。

２　振興会は、本契約に基づいて生じた事業者に対する債権及び債
務を法令等の範囲内において対当額で相殺することができる。な
お、本契約に基づいて生じた事業者に対する債権には第80条に基づ
いて事業者と別途締結する定期借地権設定契約の貸付料は含まれな
いものとする。

10 3_（資料-1）事業
契約書（案）

26 8 第65条（前払
金及びその使
用等）

第65条　事業者は、令和５年３月31日までに保証事業会社と、引渡
予定日を保証期限とする前払法第２条第５項に規定する保証契約
（以下、本条において「保証契約」という。）を締結し、その保証
証書を振興会に寄託して、別紙５に示す金額の前払金の支払を振興
会に請求する。

第65条　事業者は、自ら又は建設企業をして、令和５年３月31日ま
でに保証事業会社と、引渡予定日を保証期限とする前払法第２条第
５項に規定する保証契約（以下、本条において「保証契約」とい
う。）を締結し、その保証証書を振興会に寄託して、別紙５に示す
金額の前払金の支払を振興会に請求する。

11 3_（資料-1）事業
契約書（案）

26 14 第65条（前払
金及びその使
用等）

３　事業者は、第１項の場合において、自己の費用負担により、保
証契約の締結後速やかに、当該保証金請求権に第93条第２項及び第
３項の違約金支払債務を被担保債務とする質権を振興会のために設
定する。

３　事業者は、自ら又は建設企業をして、第１項の場合において、
振興会以外の者を被保証人とする場合には、自己の費用負担によ
り、保証契約の締結後速やかに、当該保証金請求権に第93条第２項
の違約金支払債務を被担保債務とする質権を振興会のために設定す
る。

12 3_（資料-1）事業
契約書（案）

27 19 第67条（契約
不適合責任）

４　第１項に規定された履行の追完若しくは損害賠償、第３項に規
定された代金の減額又は第89条第１項第一号若しくは第２項第十四
号に基づく契約の解除の請求は、引渡日から２年以内に通知又は請
求を行うことによりこれを行う。ただし、その契約不適合が事業者
の故意又は重大な過失により生じた場合には民法の定めるところに
よるものとする。

４　第１項に規定された履行の追完若しくは損害賠償、第３項に規
定された代金の減額又は第89条第１項第一号若しくは第２項第十四
号に基づく契約の解除の請求は、引渡日から２年以内に通知又は請
求を行うことによりこれを行う。ただし、その契約不適合が事業者
の故意又は重大な過失により生じた場合には民法の定めるところに
よるものとする。ただし、設備機器本体等に係る通知又は請求は、
引渡日から30日以内に行うものとする。また、その契約不適合が事
業者の故意又は重大な過失により生じた場合には民法の定めるとこ
ろによるものとする。

13 3_（資料-1）事業
契約書（案）

29 20 第73条（使用
人等に関する
事業者の責
任）

２　事業者は、維持管理企業又は運営企業が、維持管理業務又は運
営業務の実施につき、法令上、資格の定めのある業務に従事させる
使用人等については、その氏名及び資格を振興会に通知するととも
に確認を受けなければならない。なお、当該使用人等を変更したと
きも同様とする。

２　事業者は、維持管理企業又は運営企業が、維持管理業務又は運
営業務の実施につき、法令等に資格の定めのある業務に従事させる
使用人等については、その氏名及び資格を振興会に通知するととも
に確認を受けなければならない。なお、当該使用人等を変更したと
きも同様とする。
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№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

14 3_（資料-1）事業
契約書（案）

35 8 第89条（振興
会の解除権）

一 事業者に関して、特定調停、破産手続開始、民事再生手続開始、
会社更生手続開始、特別清算開始その他これに類似する倒産手続開
始の申立て（日本国外における同様の申立てを含む。）があったと
き、事業者の取締役会若しくはその他の権限ある機関で当該申立て
を決議したとき又はこれらの手続が開始されたとき。

一 事業者に関して、特定調停、破産手続開始、民事再生手続開始、
会社更生手続開始、特別清算開始その他これに類似する倒産手続開
始の申立て（日本国外における同様の申立てを含む。）があったと
き、事業者の取締役会若しくはその他の権限ある機関で当該申立て
を決議したとき又はこれらの手続が開始されたとき。ただし、倒産
手続開始の申立てを事業者、構成員及び協力企業並びにその取締役
及び役員以外の第三者が申し立てた場合においては、当該申立て後
30日以内にかかる申立てが取下げ、却下又は棄却されない場合に限
る。

15 3_（資料-1）事業
契約書（案）

37 8 第89条（振興
会の解除権）

十七　事業者の債務の一部の履行が不能である場合又は事業者がそ
の債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合におい
て、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができない
とき。

十七　事業者の債務の一部の履行が不能である場合又は事業者がそ
の債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合におい
て、残存する部分のみでは本契約をした目的を達することができな
いとき。

16 3_（資料-1）事業
契約書（案）

37 17 第89条（振興
会の解除権）

二十　事業者が、第89条によらないで本契約の解除を申し出たと
き。

二十　事業者が、第91条によらないで本契約の解除を申し出たと
き。

17 3_（資料-1）事業
契約書（案）

40 4 第93条（事業
者の帰責事由
による契約解
除の効力）

五　振興会は、第三号の支払金銭については、振興会の選択に基づ
き次のいずれかの方法により支払う。この場合、振興会は事業者に
発生する合理的な金融費用を負担するものとし、当該費用の金額及
び支払方法については、振興会が事業者と協議のうえ、定める。
　ア　振興会が定めた期日（ただし、令和31年４月30日を超えな
い。）までに一括して支払う。
　イ　当初定められた施設整備費の支払スケジュールを最長の期間
とし、その期間内において分割して支払う。

五　振興会は、第三号の支払金銭については、振興会の選択に基づ
き次のいずれかの方法により支払う。ただし、当該支払金銭が別紙
５に示す施設費Ａの総額以下の場合、アの方法により、令和11年４
月30日を超えない期日までに一括して支払う。この場合、振興会は
事業者に発生する合理的な金融費用を負担するものとし、当該費用
の金額及び支払方法については、振興会が事業者と協議のうえ、定
める。
　ア　振興会が定めた期日（ただし、令和31年４月30日を超えな
い。）までに一括して支払う。
　イ　当初定められた施設整備費の支払スケジュールを最長の期間
とし、その期間内において分割して支払う。

18 3_（資料-1）事業
契約書（案）

40 25 第93条（事業
者の帰責事由
による契約解
除の効力）

３　次の各号のいずれかに該当する場合においては、事業者は、振
興会の請求に基づき、前項に規定する本件工事費等の合計額の10分
の１に相当する額のほか、本件工事費等の合計額の100分の５に相当
する額を違約金として、振興会の指定する期間内に支払わなければ
ならない。
　一　第89条第２項第七号に規定する確定した納付命令における課
徴金について、独占禁止法第７条の３第２項又は第３項の規定の適
用があるとき。
　二　第89条第２項第八号に規定する納付命令若しくは排除措置命
令又は同項第十号に規定する刑に係る確定判決において、事業者が
違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。
　三　第89条第２項第十号に該当する場合であって、同項第七号に
規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第
７条の３第１項の規定の適用があるとき。
　四　第89条第２項第十号に該当する場合であって、事業者が独立
行政法人日本芸術文化振興会競争入札参加者注意書の規定に抵触す
る行為を行ったとき。

（削除）

19 3_（資料-1）事業
契約書（案）

41 3 第93条（事業
者の帰責事由
による契約解
除の効力）

４　振興会は、前２項の場合において、第９条の保証金又はこれに
代わる担保を違約金に充当することができる。なお、事業者が履行
保証保険契約を締結している場合には、当該保険金請求権に設定し
た質権を実行することができる。
５　事業者は、本契約の履行を理由として、第２項及び第３項に定
める違約金を、免れることができない。
６　振興会は、第２項及び第３項に定める違約金の額を超過する損
害を被った場合には、当該損害の超過額を事業者に請求することが
できる。

３　振興会は、前項の場合において、第９条の保証金又はこれに代
わる担保を違約金に充当することができる。なお、事業者が履行保
証保険契約を締結している場合には、当該保険金請求権に設定した
質権を実行することができる。
４　事業者は、本契約の履行を理由として第２項に定める違約金
を、免れることができない。
５　振興会は、第２項に定める違約金の額を超過する損害を被った
場合には、当該損害の超過額を事業者に請求することができる。

20 3_（資料-1）事業
契約書（案）

43 32 第96条（事業
者の帰責事由
による契約解
除の効力）

２　事業者は、前項の場合において、契約解除時点から当初の事業
終了時点までに収受予定であった維持管理・運営費及びその他の費
用の10分の１に相当する額を違約金として、振興会から契約解除の
通知を受けてから直ちに振興会へ支払わなければならない。

２　事業者は、前項の場合において、契約解除時点における当該年
度の維持管理・運営費及びその他の費用の10分の２に相当する額を
違約金として、振興会から契約解除の通知を受けてから直ちに振興
会へ支払わなければならない。

21 3_（資料-1）事業
契約書（案）

44 1 第96条（事業
者の帰責事由
による契約解
除の効力）

３　次の各号のいずれかに該当する場合においては、事業者は、振
興会の請求に基づき、前項に規定する契約解除時点から当初の事業
終了時点までに収受予定であった維持管理・運営費及びその他の費
用の10分の１に相当する額のほか、契約解除時点から当初の事業終
了時点までに収受予定であった維持管理・運営費及びその他の費用
の100分の５に相当する額を違約金として、振興会の指定する期間内
に支払わなければならない。
一　第89条第２項第七号に規定する確定した納付命令における課徴
金について、独占禁止法第７条の３第２項又は第３項の規定の適用
があるとき。
二　第89条第２項第八号に規定する納付命令若しくは排除措置命令
又は同項第十号に規定する刑に係る確定判決において、事業者が違
反行為の首謀者であることが明らかになったとき。
三　第89条第２項第十号に該当する場合であって、同項第七号に規
定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第７
条の３第１項の規定の適用があるとき。
四　第89条第２項第十号に該当する場合であって、事業者が独立行
政法人日本芸術文化振興会競争入札参加者注意書の規定に抵触する
行為を行ったとき。

（削除）

22 3_（資料-1）事業
契約書（案）

44 16 第96条（事業
者の帰責事由
による契約解
除の効力）

４　事業者は、本契約の履行を理由として、前２項の違約金を免れ
ることはできない。
５　振興会は、第２項及び第３項に定める違約金の額を超過する損
害を被った場合には、当該損害の超過額を事業者に請求することが
できる。

３　事業者は、本契約の履行を理由として、前項の違約金を免れる
ことはできない。
４　振興会は、第２項に定める違約金の額を超過する損害を被った
場合には、当該損害の超過額を事業者に請求することができる。

23 3_（資料-1）事業
契約書（案）

55 12 別紙２用語の
定義
54．事業契約
書

振興会と事業者が令和４年●月●日に締結した国立劇場再整備等事
業に関する事業契約書］（別紙を含む。）及びこれらに関する質問
回答書をいう。

振興会と事業者が令和５年●月●日に締結した国立劇場再整備等事
業に関する事業契約書（別紙を含む。）及びこれらに関する質問回
答書、訂正表をいう。
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№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

24 3_（資料-1）事業
契約書（案）

58 3 別紙２用語の
定義
88．入札説明
書等

振興会が本事業の入札手続において配布した一切の資料(業務要求水
準書を含む。)及び当該資料に係る質問回答書をいう。

振興会が本事業の入札手続において公表・配布した一切の資料(業務
要求水準書を含む。)及び当該資料に係る質問回答書、訂正表をい
う。

25 4_（資料-1-1）事
業者等が付す保険
等

1 19 第１_３　付保
条件

（１）保険の契約期間は、最初の施設整備業務契約の締結日から引
渡日までとする。

（１）保険の契約期間は、施設整備業務の着手日又は令和５年３月
31日のいずれか早い日から引渡日までとする。

26 4_（資料-1-1）事
業者等が付す保険
等

2 14 第２_１_(３)
付保条件

⑤　保険金額は、本件工事費（消費税を含む。）とする。 ⑤ 保険金額は、本件工事費（解体撤去費用を除き、消費税を含
む。）とする。

27 5_（資料-1-2）業
績等の監視及び改
善要求措置要領

8 22 第３章_２_
（２）減額算
定並びに罰則
点及び罰則留
保点付与のた
めの区分

なお、業務不履行支払区分の対象となる事業で減額又は罰則点付与
を行った場合には、その他の費用の支払区分にも合わせて減額又は
罰則点の付与を行う。

なお、業務不履行支払区分の対象となる事象で減額又は罰則点付与
を行った場合には、その他の費用の支払区分にも合わせて減額又は
罰則点の付与を行う。

28 5_（資料-1-2）業
績等の監視及び改
善要求措置要領

12 10 第４章_１_①
事業終了時に
係る業績監視

①　事業者は、事業終了時の２年前に、施設の劣化等の状況報告及
び施設の保全のために必要となる資料の整備状況の報告を行う。

①　事業者は、事業終了時の４年前に、施設の劣化等の状況報告及
び施設の保全のために必要となる資料の整備状況の報告を行う。

29 6_（資料-1-3）事
業費の算定及び支
払方法

5 22 第１_２_表
１．事業費の
内訳_注１

注１　当該業務費は、実際の業務量に応じた対価を支払う。支払方
法については、第２．３．（２）を参照すること。

注１ 当該業務費は、実際の業務量に応じた対価を支払う。支払方法
については、第２．３．（１）及び（２）を参照すること。

30 6_（資料-1-3）事
業費の算定及び支
払方法

13 33 第２_３_
（２）_①_表
４．維持管
理・運営業務
における業務
量の実績に応
じた対価の支
払方法_普及発
信施設の企
画・制作業務
費

令和11年度の上期は開業準備支援業務費として計上し、下期以降
は、各年度の半期ごとに40,000,000 円（税抜）を入札価格に含める
こと。

令和11年度の上期は40,000,000 円（税抜）を開業準備支援業務費と
して計上し、下期以降は、各年度の半期ごと40,000,000 円（税抜）
を入札価格に含めること。

31 6_（資料-1-3）事
業費の算定及び支
払方法

別紙１
摘要表

（記載省略） ※【資料－１－３】「事業費の算定及び支払方法　別紙１　費用負
担の考え方　摘要表」の訂正版をご参照ください。

32 6_（資料-1-3）事
業費の算定及び支
払方法

1 8 別紙２
１．基本的な
考え方_基準金
利の算定方法

33 7_（資料-1-4）定
期借地権設定契約
書(案)

6 15 第18条（更地
による返還
等）

３　乙は、前条の規定により本契約が解除その他の事由により貸付
期間満了前に本契約が終了した場合は、甲の指定する期日までに、
甲の選択により、(i)乙の責任と負担において、貸付財産を更地にし
て返還し、(ii)前条第５項の規定に基づき自ら若しくは民間収益事
業者をして、自ら若しくは民間収益事業者が指定し甲が事前に承諾
する第三者に対して貸付財産上に存する民間収益施設を取得させ
（甲が合理的に満足する内容により設定された借地権の準共有持分
が、甲が合理的に満足する条件により当該第三者に移転させること
を含む。）、又は(iii)民間収益施設を甲に無償譲渡し、かつ貸付財
産を更地とするために必要となる費用相当額を甲に支払うものとす
る。

３　乙は、前条の規定により本契約が解除その他の事由により貸付
期間満了前に本契約が終了した場合は、甲の指定する期日までに、
甲の選択により、(i)乙の責任と負担において、貸付財産を更地にし
て返還し、(ii)前条第４項の規定に基づき自ら若しくは民間収益事
業者をして、自ら若しくは民間収益事業者が指定し甲が事前に承諾
する第三者に対して貸付財産上に存する民間収益施設を取得させ
（甲が合理的に満足する内容により設定された借地権の準共有持分
が、甲が合理的に満足する条件により当該第三者に移転させること
を含む。）、又は(iii)民間収益施設を甲に無償譲渡し、かつ貸付財
産を更地とするために必要となる費用相当額を甲に支払うものとす
る。

34 7_（資料-1-4）定
期借地権設定契約
書(案)

7 3 第21条（損害
賠償）

乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたとき
は、その損害を賠償しなければならない。

甲は、第20条に定める違約金の額を超過する損害を被った場合に
は、当該損害の超過額を乙に請求することができる。

35 8_(資料-2)業務要
求水準書　第１章
総則

目次
-6

27 目次 2-5-2　既存建物・既存工作物の図面②　※２ 2-5-2　既存建物・既存工作物の図面②　※２
2-5-3　既存建物・既存工作物の図面③　※２

36 8_(資料-2)業務要
求水準書　第１章
総則

目次
-8

16 目次 5-2-23　持ち込む舞台設備 5-2-23　持ち込む舞台設備
5-2-24　日常清掃及び巡回清掃に係る作業計画表

37 8_(資料-2)業務要
求水準書　第１章
総則

目次
-8

35 目次 5-3-19　公演記録映像 ※２ 5-3-19　公演記録映像 ※２
5-3-20　国立劇場ツアー参考実績
5-3-21　平成30年度～令和２年度自動販売機売上実績

38 8_(資料-2)業務要
求水準書　第１章
総則

目次
-8

42 目次 参考資料2-5-2　既存建物・既存工作物の図面② 参考資料2-5-2　既存建物・既存工作物の図面②
参考資料2-5-3　既存建物・既存工作物の図面③

39 10_(資料-2)業務要
求水準書　第３章
経営管理

3-2 34 第３章．第２
節．４．
（２）契約又
は覚書等の写
し

　事業者は、振興会以外の者を相手方として契約又は覚書等を締結
する場合（事業者又は選定企業が保険契約を締結する場合を含
む。）には、契約締結日の20日後までに（契約締結後及び当該契約
書類又は覚書等の内容を変更する場合はその変更日の20日後まで
に）、当該契約書類又は覚書等の素案を振興会に提出する。ただ
し、契約の内容により、事業者の経営に影響が少ないものとして振
興会が承諾した場合は、提出を省略することができる。

　事業者は、振興会以外の者を相手方として契約又は覚書等を締結
する場合（事業者又は選定企業が保険契約を締結する場合を含
む。）には、契約締結日の20日前までに（契約締結後及び当該契約
書類又は覚書等の内容を変更する場合はその変更日の20日前まで
に）、当該契約書類又は覚書等の素案を振興会に提出する。ただ
し、契約の内容により、事業者の経営に影響が少ないものとして振
興会が承諾した場合は、提出を省略することができる。

＝引渡時における施設費×割引係数

ｒ＝
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№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

40 11_(資料-2)業務要
求水準書　第４章
施設整備

4-11 39 第４章．第４
節．３．
（１）．【技
術的事項】
②．（b）極め
て稀に発生す
る地震動：レ
ベル２

(エ)　長周期かつ長時間継続する地震動（「超高層建築物等におけ
る南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動対策について（平
成28年６月24日付国住指第1111号）」による）の影響を考慮して適
切に設定した模擬地震波
(オ)　基整促波又は基整促波と同等以上の地震波 １波

(エ)　長周期かつ長時間継続する地震動（「超高層建築物等におけ
る南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動対策について（平
成28年６月24日付国住指第1111号）」）の影響を考慮して適切に設
定した模擬地震波
　　あ) 基整促波又は基整促波と同等以上の地震波 １波

41 11_(資料-2)業務要
求水準書　第４章
施設整備

4-38 34 第４章．第５
節．２．
（２）⑰ｆ．

入場ゲートには駐車券発券機を設置し、劇場受付、防災センター等
に駐車券受付処理装置を設置する。

入場ゲートには駐車券発券機を設置し、劇場のホワイエ、総合受
付、チケット売場、受付（職員、稽古場、養成研修用）、受付（楽
屋出入口）、防災センター等に駐車券受付処理装置を設置する。

42 11_(資料-2)業務要
求水準書　第４章
施設整備

4-50 32 第４章．第５
節．２．
（３）⑯ｔ．

エレベーター内に防災備蓄キャビネットを設置し、事業期間中に備
蓄物更新を行う。

振興会においてエレベーター内に防災備蓄キャビネットを設置する
予定であるため、防災備蓄キャビネットが設置できるようエレベー
ター設備を計画する。

43 11_(資料-2)業務要
求水準書　第４章
施設整備

4-65 10 第４章．第６
節．２．
（１）．⑨．
g．(c)

装置の駆動は電動可変速とし、１ルートに対して走行用１台、昇降
用２台のモーターを宙乗り鳥屋（上手・下手）内に設置する。

装置の駆動は電動可変速とし、１ルートに対して走行用１台、昇降
用２台のモーターを宙乗り鳥屋（上手・下手）内に設置する。な
お、駆動に必要な装置は６ルート分とし、懸垂装置は４台とするこ
と。

44 11_(資料-2)業務要
求水準書　第４章
施設整備

4-65 12 第４章．第６
節．２．
（１）．⑨．
g．(ｄ)

ワイヤーは主ワイヤー１／走行ワイヤー１／昇降ワイヤー２を１
セットとし、６セット設置する。主ワイヤー上を走行する懸垂装置
は同時に４ルートを使用できるよう計画する。操作盤は移動式と
し、１つの懸垂装置に対して３名で昇降と走行２台を分担して操作
できるものとする。

ワイヤーは主ワイヤー１／走行ワイヤー１／昇降ワイヤー２を１
セットとし、６セット設置する。主ワイヤー上を走行する懸垂装置
は同時に４ルートを使用できるよう計画する。操作盤は移動式と
し、１つの懸垂装置に対して３名で走行と昇降２台を分担して操作
できるものとする。

45 11_(資料-2)業務要
求水準書　第４章
施設整備

4-66 13 第４章．第６
節．２．
(２)．②．ｄ

前掲のａ．の経路に階段を用いた動線も確保する。なお、舞台～中
奈落に関しては、舞台前側上手・下手に階段を設ける。

前掲のａの経路に階段を用いた動線も確保する。また、舞台～中奈
落に関しては、舞台前側上手・下手に階段を設ける。なお、宙乗り
鳥屋とシーリングについては、階段で到達できれば専用動線でなく
ても可とする。

46 11_(資料-2)業務要
求水準書　第４章
施設整備

4-85 6 第７節_６_
（２）_⑥_ｂ
_(a)_(ア)_
あ）

閲覧デスクや椅子、資料の検索ができるＰＣ等を適切に設ける 。 閲覧デスクや椅子、ＰＣ検索台等を適切に設ける。

47 12_(資料-2)業務要
求水準書　第５章
維持管理・運営

5-15 27 第５章．第２
節．４．
（１）．⑦

⑦　本業務の参考資料として【参考資料５－２－１】「国立能楽堂
既存建物・既存工作物の図面」及び【参考資料５－２－21】「清掃
業務消耗品及び廃棄物量の実績」を示す。

⑦	本業務の参考資料として【参考資料５－２－１】「国立能楽堂既
存建物・既存工作物の図面」、【参考資料５－２－21】「清掃業務
消耗品及び廃棄物量の実績」及び【参考資料５－２－24】「日常清
掃及び巡回清掃に係る作業計画表」を示す。

48 26_(添付4-5-2)楽
屋各室性能表

1 室番号Ｅ－４
床山女方
各室内訳
室面積

20 25

49 27_(添付4-5-3)大
道具各室性能表

1 室番号Ｉ－２
揚幕連絡路
各室内訳
室面積

250 適宜

50 27_(添付4-5-3)大
道具各室性能表

1 室番号Ｊ－２
揚幕連絡路
各室内訳
室面積

166 適宜

51 33_(添付4-5-9)事
務管理各室性能表

2 室番号Ｚ－32
セキュリティ
ゾーニングレ
ベル

会 事

52 33_(添付4-5-9)事
務管理各室性能表

3 室番号ａ－15
セキュリティ
ゾーニングレ
ベル

事 劇

53 33_(添付4-5-9)事
務管理各室性能表

3 （記載なし） ※a－19「受付（楽屋出入口）」を追加
・適用事項は室番号a-８「受付（職員、稽古場、養成研修用）」同
等とする。
・室の数は適宜とする。
・セキュリティゾーンは「大口」「小口」「演口」とする。

54 36_(添付4-6-2)セ
キュリティ相関
図・凡例

（記載なし） ・「楽屋・舞台」及び「ホワイエ・客席」を一体としたセキュリ
ティゾーンを「劇場エリア」とし、「劇」とする。

55 44_(添付4-7-2)楽
屋各室の性能特記
事項

6 室番号Ｈ－２
楽屋事務室
配置等

・楽屋口に近接
・楽屋口の先に楽屋事務室、次いで頭取部屋が位置する配置とす
る。

・楽屋口に近接
・楽屋口の先に頭取部屋が位置する配置とする。

56 47_(添付4-7-5)客
席・ホワイエ各室
の性能特記事項

2 室番号
Ｍ‐５　女子
トイレ
Ｍ－６　男子
トイレ
特記事項

・大劇場観客用の衛生器具の総数は以下のとおりとし、複数箇所に
トイレを計画する場合は、大劇場の階層構成及び各階の客席数に応
じ、衛生器具の個数が（公社）空気調和・衛生工学会による「衛生
器具の適正器具算定表」における劇場（ホール）の適正器具数レベ
ル１以上となるようにする。
　女子トイレ：大便器37、洗面器13程度
　男子トイレ：大便器18、小便器18、洗面器10程度

・大劇場観客用の衛生器具の総数は以下のとおりとし、複数箇所に
トイレを計画する場合は、大劇場の階層構成及び各階の客席数に応
じ、衛生器具の個数が（公社）空気調和・衛生工学会による「衛生
器具の適正器具算定表」における劇場（ホール）の適正器具数レベ
ル１以上となるようにする。
　女子トイレ：大便器65、洗面器27程度
　男子トイレ：大便器31、小便器35、洗面器22程度

57 51_(添付4-7-9)事
務管理各室の性能
特記事項

8 （記載なし） ※a－19「受付（楽屋出入口）」を追加
【配置等】
楽屋出入口に近接
【特記事項】
・内線電話を設置する。また、公衆電話を設置できるように配管配
線を行う。
・監視カメラを設置し、死角などができないよう計画する。
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№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

58 95_(添付5-2-2)国
立能楽堂定期点検
等及び保守業務に
係る設備・点検項
目等

77 （記載省略） ※【添付資料５－２－２】「国立能楽堂定期点検等及び保守業務に
係る設備・点検項目等」の訂正版をご参照ください。

59 97_(添付5-2-4)国
立劇場舞台関係設
備の点検・保守業
務に係る要求水準

1 27 １．（２）② 業務副責任者は業務副責任者を補佐する者とする。なお、業務副責
任者は、他の業務従事者を兼ねることができる。

業務副責任者は業務責任者を補佐する者とする。なお、業務副責任
者は、他の業務従事者を兼ねることができる。

60 101_(添付5-2-8)各
部位の日常清掃及
び定期清掃に係る
要求水準

2 29 ４．(３)②a． １日の公演が数回に分かれる場合、原則として午前中の日常清掃の
ほかに、各回公演終了後と次の公演の開場前に定期清掃、塵芥等の
回収及び消耗品の補充並びに点検等を迅速かつ的確に行うこと。

１日の公演が数回に分かれる場合、原則として午前中の日常清掃の
ほかに、各回公演終了後と次の公演の開場前に日常清掃及び日常巡
回清掃、塵芥等の回収及び消耗品の補充並びに点検等を迅速かつ的
確に行うこと。

101_(添付5-2-8)各
部位の日常清掃及
び定期清掃に係る
要求水準

10-
11

国立能楽堂構
内清掃業務
清掃面積表
表８－５

※表８－５の清掃頻度の記載を削除しますので、頻度については、
【添付資料５－１―２】「諸室ごとの業務実施時間帯、清掃業務範
囲及び立入り制限」をご参照ください。
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室　　　名 面積(㎡） 床材
日常清掃
（毎日）

日常清掃
（週1回）

定期清掃
（月1回）

特別清掃
(夏・冬）

１F 階段室（Ａ） 17.86 Ｐタイル ○ ○

階段室（Ｂ） 21.48 Ｐタイル ○ ○

玄関広間(風除室含む） 143.80 石張り ○

コインロッカー室 11.40 絨毯 ○ ○

広間 160.30 絨毯 ○ ○

中歩廊 122.00 絨毯 ○ ○

西歩廊 111.00 絨毯 ○ ○

南歩廊 72.40 絨毯 ○ ○

北歩廊 89.70 絨毯 ○ ○

渡り 24.00 タイルカーペット ○ ○

トイレ（Ａ）（Ｂ）（Ｃ） 99.20 陶磁器質タイル ○

トイレ前室 19.60 絨毯 ○ ○

休憩コーナー 23.80 絨毯 ○ ○

広縁（食堂、展示室前廊下含む） 162.60 絨毯 ○ ○

貴賓室 44.40 絨毯 ○

貴賓室次の間 28.20 絨毯 ○

見所 599.90 絨毯 ○ ○

能舞台 98.60 檜 ○

白州 96.80 玉砂利 ○ ○

楽屋玄関（風除室含む） 34.10 陶磁器質タイル ○

楽屋下足室 8.00 檜 ○ ○

トイレ（２）（３） 19.70 タイル ○

廊下（３）～（６）（ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ含む） 238.70 檜 ○ ○

楽屋事務室 17.30 絨毯 ○ ○

楽屋応接室 18.50 絨毯 ○ ○

控室 16.50 畳 ○ ○

楽屋・焙じ室 197.40 畳 ○ ○

鏡の間 48.40 檜 ○ ○

装束の間 34.70 畳 ○ ○

簾の間・観察室 25.80 絨毯 ○ ○

溜り 15.60 檜 ○ ○

喫煙所 3.60 タイルカーペット ○

楽屋給湯室 1.60 タイルカーペット ○

エレベーター（地下同様） ○

階段室（Ｃ） 20.09 Ｐタイル ○

楽屋食堂 38.40 タイルカーペット ○

正面玄関廻り 148.15 石張り ○

事務室玄関廻り 34.60 陶磁器質タイル ○

楽屋玄関廻り 31.25 陶磁器質タイル ○

犬走り 138.96 コンクリート ○ ○

（B1F/１F)小計 4,672.97 4,419.27 181.10 1,624.28 1,564.70

室　　　名 面積(㎡） 床材

１F 階段室（Ａ） 17.86 Ｐタイル

階段室（Ｂ） 21.48 Ｐタイル

玄関広間(風除室含む） 143.80 石張り

コインロッカー室 11.40 絨毯

広間 160.30 絨毯

中歩廊 122.00 絨毯

西歩廊 111.00 絨毯

南歩廊 72.40 絨毯

北歩廊 89.70 絨毯

渡り 24.00 タイルカーペット

トイレ（Ａ）（Ｂ）（Ｃ） 99.20 陶磁器質タイル

トイレ前室 19.60 絨毯

休憩コーナー 23.80 絨毯

広縁（食堂、展示室前廊下含む） 162.60 絨毯

貴賓室 44.40 絨毯

貴賓室次の間 28.20 絨毯

見所 599.90 絨毯

能舞台 98.60 檜

白州 96.80 玉砂利

楽屋玄関（風除室含む） 34.10 陶磁器質タイル

楽屋下足室 8.00 檜

トイレ（２）（３） 19.70 タイル

廊下（３）～（６）（ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ含む） 238.70 檜

楽屋事務室 17.30 絨毯

楽屋応接室 18.50 絨毯

控室 16.50 畳

楽屋・焙じ室 197.40 畳

鏡の間 48.40 檜

装束の間 34.70 畳

簾の間・観察室 25.80 絨毯

溜り 15.60 檜

喫煙所 3.60 タイルカーペット

楽屋給湯室 1.60 タイルカーペット

エレベーター（地下同様）

階段室（Ｃ） 20.09 Ｐタイル

楽屋食堂 38.40 タイルカーペット

正面玄関廻り 148.15 石張り

事務室玄関廻り 34.60 陶磁器質タイル

楽屋玄関廻り 31.25 陶磁器質タイル

犬走り 138.96 コンクリート

（B1F/１F)小計 4,672.97

室　　　名 面積(㎡） 床材
日常清掃
（毎日）

日常清掃
（週1回）

定期清掃
（月1回）

特別清掃
(夏・冬）

Ｂ１ 図書閲覧室 160.80 タイルカーペット ○

シャワー室 26.80 ○ ○

更衣室（男）　18.0 フローリング

1.5 タイル

シャワー室　7.3 タイル

浴室(男子） 25.50 ○ ○

脱衣室　　　9.4 フローリング

3.2 タイル

浴室（１）　 12.9 タイル

浴室(女子） 10.90 ○ ○

脱衣室　　　　3.8 フローリング

2.4 タイル

浴室（２）　　4.7 タイル

トイレ（２） 24.50 タイル ○

トイレ（３） 12.50 タイル ○

廊下・エレベーターホール 160.00 Ｐタイル ○ ○

階段室（Ａ） 15.62 Ｐタイル ○ ○

階段室（Ｂ） 21.76 Ｐタイル ○ ○

階段室（Ｃ） 18.20 Ｐタイル ○ ○

エレベーター 6.70 Ｐタイル ○ ○

廃棄物保管場所 21.40 塗床 ○

清掃用具置場 30.10 塗床 ○

（B1F)小計 534.78

1F 職員玄関（ホール） 10.70 Ｐタイル ○

職員玄関（風除室） 17.60 陶磁器質タイル ○

廊下（１）（２） 190.40 Ｐタイル ○ ○

部長室 35.50 絨毯 ○

応接室（１）前室 36.40 絨毯 ○

情報機器室 21.10 絨毯 ○

事務室（１）（２） 145.60 タイルカーペット ○ ○

入場券売場（風除室含む） 17.40 タイルカーペット ○ ○

第一会議室 41.70 絨毯 ○

第二会議室 52.00 タイルカーペット ○

展示室ホール 36.30 絨毯 ○ ○(夏季のみ）

展示室 131.70 絨毯 ○ ○(夏季のみ）

中庭廻り 272.30 石敷き ○

医務室 8.00 タイルカーペット ○ ○

守衛室（床のみ） 8.80 Ｐタイル ○ ○

電話交換室 16.50 タイルカーペット ○

休憩室 9.90 畳 ○

トイレ（１） 40.80 タイル ○

湯沸室（１）・（３） 7.10 Ｐタイル ○

室　　　名 面積(㎡） 床材

Ｂ１ 図書閲覧室 160.80 タイルカーペット

シャワー室 26.80

更衣室（男）　18.0 フローリング

1.5 タイル

シャワー室　7.3 タイル

浴室(男子） 25.50

脱衣室　　　9.4 フローリング

3.2 タイル

浴室（１）　 12.9 タイル

浴室(女子） 10.90

脱衣室　　　　3.8 フローリング

2.4 タイル

浴室（２）　　4.7 タイル

トイレ（２） 24.50 タイル

トイレ（３） 12.50 タイル

廊下・エレベーターホール 160.00 Ｐタイル

階段室（Ａ） 15.62 Ｐタイル

階段室（Ｂ） 21.76 Ｐタイル

階段室（Ｃ） 18.20 Ｐタイル

エレベーター 6.70 Ｐタイル

廃棄物保管場所 21.40 塗床

清掃用具置場 30.10 塗床

（B1F)小計 534.78

1F 職員玄関（ホール） 10.70 Ｐタイル

職員玄関（風除室） 17.60 陶磁器質タイル

廊下（１）（２） 190.40 Ｐタイル

部長室 35.50 絨毯

応接室（１）前室 36.40 絨毯

情報機器室 21.10 絨毯

事務室（１）（２） 145.60 タイルカーペット

入場券売場（風除室含む） 17.40 タイルカーペット

第一会議室 41.70 絨毯

第二会議室 52.00 タイルカーペット

展示室ホール 36.30 絨毯

展示室 131.70 絨毯

中庭廻り 272.30 石敷き

医務室 8.00 タイルカーペット

守衛室（床のみ） 8.80 Ｐタイル

電話交換室 16.50 タイルカーペット

休憩室 9.90 畳

トイレ（１） 40.80 タイル

湯沸室（１）・（３） 7.10 Ｐタイル
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№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

62 108_(添付5-3-1)警
備業務に係る要求
水準

7 1 ３_（４）駐車
料金の徴収及
び入金等

（４）駐車料金等の徴収及び入金等について、次の業務を行うこ
と。

（４）駐車料金等の徴収及び入金等について、次の業務を行うこ
と。なお、振興会と事業者間における料金振込等の口座について
は、事業者名義とすること。

63 108_(添付5-3-1)警
備業務に係る要求
水準

6 27 ３．（１）④ 振興会が発行する駐車証、乗務員証及び領収証等の管理 振興会が発行する駐車証及び乗務員証等の管理、領収証の管理

64 108_(添付5-3-1)警
備業務に係る要求
水準

7 5 ３．（４）③ 領収証の発行 領収証の記入・利用者への受渡し

65 109_(添付5-3-2)Ｉ
Ｃカード作成業務
に係る要求水準

1 2 １．業務提供
対象

職員、訪問客用及び事業者用のＩＣカード作成を業務の対象とす
る。

職員、訪問客用、事業者用及びアルバイト・常駐委託業者用のＩＣ
カード作成を業務の対象とする。

66 109_(添付5-3-2)Ｉ
Ｃカード作成業務
に係る要求水準

1 7 ２．（１）② 「第４章.施設整備」の要求水準で規定する入退システムの認証が可
能な訪問客用及び事業者用のＩＣカードを作成し、振興会に納品す
ること。

「第４章.施設整備」の要求水準で規定する入退システムの認証が可
能な訪問客用、事業者用及びアルバイト・常駐委託業者用のＩＣ
カードを作成し、振興会に納品すること。
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室　　　　名 面積(㎡） 床材
日常清掃
（毎日）

日常清掃
（週1回）

定期清掃
（月1回）

特別清掃
(夏・冬）

２Ｆ 研修室（１）～（５） 86.60 ○ ○

18.95 檜

67.65 畳

女子控室・男子控室 33.00 畳 ○ ○

廊下（１）（２） 173.60 Ｐタイル ○

喫煙室 5.10 タイルカーペット ○

エレベーター（地下同様）

（２Ｆ）小計 1,611.78 1,414.48 197.30 566.78 169.80

面積計 6,284.75 5,833.75 378.40 2,181.06 1,734.50

駐車場（守衛室含む） 1,168.50 コンクリート ○ ○

車路 235.06 コンクリート ○ ○

外廻り 3,617.19 石張り ○ ○

外周　合計 5,020.75

注：窓ガラス清掃部分 136㎡ ○ ○

注：高所ガラス清掃部分 359㎡ ○

日常清掃
（週1回）

定期清掃
（月1回）

特別清掃
（年4回）

外
周

外　　　周 床材

日常清掃
（毎日）

室　　　　名 面積(㎡） 床材

２Ｆ 研修室（１）～（５） 86.60

18.95 檜

67.65 畳

女子控室・男子控室 33.00 畳

廊下（１）（２） 173.60 Ｐタイル

喫煙室 5.10 タイルカーペット

エレベーター（地下同様）

（２Ｆ）小計 1,611.78

面積計 6,284.75

駐車場（守衛室含む） 1,168.50 コンクリート

車路 235.06 コンクリート

外廻り 3,617.19 石張り

外周　合計 5,020.75

注：窓ガラス清掃部分 136㎡

注：高所ガラス清掃部分 359㎡

外
周

外　　　周 床材

■国立能楽堂構内（集計）
区分 床材種別

毎日 週1回 計 月1回 年4回 計
建物 弾性床材等 2,947.92 0.00 2,947.92 1,313.11 0.00 1,313.11

カーペット等 2,885.83 378.40 3,264.23 867.95 0.00 867.95
ガラス 136.00 0.00 136.00 136.00 0.00 136.00
高所ガラス 0.00 0.00 0.00 0.00 359.00 359.00

計 5,969.75 378.40 6,348.15 2,317.06 359.00 2,676.06

日常清掃 定期清掃
■国立能楽堂構内（清掃対象集計）
区分 床材種別 面積（㎡）
建物 弾性床材等 2,947.92

カーペット等 3,336.83
外周 ガラス 136.00

高所ガラス 359.00
計 6,779.75

室　　　名 面積(㎡） 床材
日常清掃
（毎日）

日常清掃
（週1回）

定期清掃
（月1回）

特別清掃
(夏・冬）

２Ｆ 事務室（２） 138.10 タイルカーペット ○ ○

事務室（３） 59.20 タイルカーペット ○ ○

調整室 75.80 Ｐタイル ○ ○

階段室（A） 31.81 Ｐタイル ○ ○

階段室（B） 21.76 Ｐタイル ○ ○

階段室（C） 14.51 Ｐタイル ○ ○

トイレ（１） 41.30 タイル ○

トイレ（２） 20.50 タイル ○

湯沸室（１） 2.80 Ｐタイル ○

大講義室 146.10 ○

16.0 檜

130.1 絨毯

大講義室ホール 26.30 Ｐタイル ○

研修能舞台 119.50 檜 ○

研修舞台室 169.80 絨毯 ○ ○

研修舞台前室 12.20 ○

3.72 Ｐタイル

8.48 絨毯

控室（１） 24.30 絨毯 ○

控室（２） 19.80 畳 ○

鏡の間 32.10 檜 ○

鏡の間奥　控室（１）（２）焙じ室 44.90 畳 ○

第一稽古室（床） 42.00 檜 ○ ○

第一稽古室（畳） 8.10 畳 ○ ○

第二稽古室（床） 37.80 檜 ○ ○

第二稽古室（畳） 8.10 畳 ○ ○

コピー室 12.20 Ｐタイル ○

研修生控室（畳） 11.60 畳 ○

研修生控室（床） 38.40 フローリング ○

養成事務室 49.80 タイルカーペット ○

研修室踏込 22.80 絨毯 ○

講義室 81.90 フローリング ○

室　　　名 面積(㎡） 床材

２Ｆ 事務室（２） 138.10 タイルカーペット

事務室（３） 59.20 タイルカーペット

調整室 75.80 Ｐタイル

階段室（A） 31.81 Ｐタイル

階段室（B） 21.76 Ｐタイル

階段室（C） 14.51 Ｐタイル

トイレ（１） 41.30 タイル

トイレ（２） 20.50 タイル

湯沸室（１） 2.80 Ｐタイル

大講義室 146.10

16.0 檜

130.1 絨毯

大講義室ホール 26.30 Ｐタイル

研修能舞台 119.50 檜

研修舞台室 169.80 絨毯

研修舞台前室 12.20

3.72 Ｐタイル

8.48 絨毯

控室（１） 24.30 絨毯

控室（２） 19.80 畳

鏡の間 32.10 檜

鏡の間奥　控室（１）（２）焙じ室 44.90 畳

第一稽古室（床） 42.00 檜

第一稽古室（畳） 8.10 畳

第二稽古室（床） 37.80 檜

第二稽古室（畳） 8.10 畳

コピー室 12.20 Ｐタイル

研修生控室（畳） 11.60 畳

研修生控室（床） 38.40 フローリング

養成事務室 49.80 タイルカーペット

研修室踏込 22.80 絨毯

講義室 81.90 フローリング

室　　　名 面積(㎡） 床材
日常清掃
（毎日）

日常清掃
（週1回）

定期清掃
（月1回）

特別清掃
(夏・冬）

１F 階段室（Ａ） 17.86 Ｐタイル ○ ○

階段室（Ｂ） 21.48 Ｐタイル ○ ○

玄関広間(風除室含む） 143.80 石張り ○

コインロッカー室 11.40 絨毯 ○ ○

広間 160.30 絨毯 ○ ○

中歩廊 122.00 絨毯 ○ ○

西歩廊 111.00 絨毯 ○ ○

南歩廊 72.40 絨毯 ○ ○

北歩廊 89.70 絨毯 ○ ○

渡り 24.00 タイルカーペット ○ ○

トイレ（Ａ）（Ｂ）（Ｃ） 99.20 陶磁器質タイル ○

トイレ前室 19.60 絨毯 ○ ○

休憩コーナー 23.80 絨毯 ○ ○

広縁（食堂、展示室前廊下含む） 162.60 絨毯 ○ ○

貴賓室 44.40 絨毯 ○

貴賓室次の間 28.20 絨毯 ○

見所 599.90 絨毯 ○ ○

能舞台 98.60 檜 ○

白州 96.80 玉砂利 ○ ○

楽屋玄関（風除室含む） 34.10 陶磁器質タイル ○

楽屋下足室 8.00 檜 ○ ○

トイレ（２）（３） 19.70 タイル ○

廊下（３）～（６）（ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ含む） 238.70 檜 ○ ○

楽屋事務室 17.30 絨毯 ○ ○

楽屋応接室 18.50 絨毯 ○ ○

控室 16.50 畳 ○ ○

楽屋・焙じ室 197.40 畳 ○ ○

鏡の間 48.40 檜 ○ ○

装束の間 34.70 畳 ○ ○

簾の間・観察室 25.80 絨毯 ○ ○

溜り 15.60 檜 ○ ○

喫煙所 3.60 タイルカーペット ○

楽屋給湯室 1.60 タイルカーペット ○

エレベーター（地下同様） ○

階段室（Ｃ） 20.09 Ｐタイル ○

楽屋食堂 38.40 タイルカーペット ○

正面玄関廻り 148.15 石張り ○

事務室玄関廻り 34.60 陶磁器質タイル ○

楽屋玄関廻り 31.25 陶磁器質タイル ○

犬走り 138.96 コンクリート ○ ○

（B1F/１F)小計 4,672.97 4,419.27 181.10 1,624.28 1,564.70

室　　　名 面積(㎡） 床材

１F 階段室（Ａ） 17.86 Ｐタイル

階段室（Ｂ） 21.48 Ｐタイル

玄関広間(風除室含む） 143.80 石張り

コインロッカー室 11.40 絨毯

広間 160.30 絨毯

中歩廊 122.00 絨毯

西歩廊 111.00 絨毯

南歩廊 72.40 絨毯

北歩廊 89.70 絨毯

渡り 24.00 タイルカーペット

トイレ（Ａ）（Ｂ）（Ｃ） 99.20 陶磁器質タイル

トイレ前室 19.60 絨毯

休憩コーナー 23.80 絨毯

広縁（食堂、展示室前廊下含む） 162.60 絨毯

貴賓室 44.40 絨毯

貴賓室次の間 28.20 絨毯

見所 599.90 絨毯

能舞台 98.60 檜

白州 96.80 玉砂利

楽屋玄関（風除室含む） 34.10 陶磁器質タイル

楽屋下足室 8.00 檜

トイレ（２）（３） 19.70 タイル

廊下（３）～（６）（ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ含む） 238.70 檜

楽屋事務室 17.30 絨毯

楽屋応接室 18.50 絨毯

控室 16.50 畳

楽屋・焙じ室 197.40 畳

鏡の間 48.40 檜

装束の間 34.70 畳

簾の間・観察室 25.80 絨毯

溜り 15.60 檜

喫煙所 3.60 タイルカーペット

楽屋給湯室 1.60 タイルカーペット

エレベーター（地下同様）

階段室（Ｃ） 20.09 Ｐタイル

楽屋食堂 38.40 タイルカーペット

正面玄関廻り 148.15 石張り

事務室玄関廻り 34.60 陶磁器質タイル

楽屋玄関廻り 31.25 陶磁器質タイル

犬走り 138.96 コンクリート

（B1F/１F)小計 4,672.97
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№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

67 109_(添付5-3-2)Ｉ
Ｃカード作成業務
に係る要求水準

1 13 ２．（１）②
ａ．(a)

初回発行分は、令和８年４月１日より利用できるように、職員分の
枚数及び振興会が指示する訪問客用及び事業者用に必要となる枚数
を納品すること。納品時は、振興会が指定する順番に並べること。

初回発行分は、令和８年４月１日より利用できるように、職員分の
枚数及び振興会が指示する訪問客用、事業者用及びアルバイト・常
駐委託業者用に必要となる枚数を納品すること。納品時は、振興会
が指定する順番に並べること。

68 109_(添付5-3-2)Ｉ
Ｃカード作成業務
に係る要求水準

1 16 ２．（１）②
ａ．(b)

定期更新分は、振興会が指示する日までに、職員分の枚数及び振興
会が指示する訪問客用及び事業者用に必要となる枚数を納品するこ
と。納品時は、振興会が指定する順番に並べること。ただし、数量
によって振興会が指示する日までの納品が難しい場合は、振興会と
協議すること。

定期更新分は、振興会が指示する日までに、職員分の枚数及び振興
会が指示する訪問客用、事業者用及びアルバイト・常駐委託業者用
に必要となる枚数を納品すること。納品時は、振興会が指定する順
番に並べること。ただし、数量によって振興会が指示する日までの
納品が難しい場合は、振興会と協議すること。

69 109_(添付5-3-2)Ｉ
Ｃカード作成業務
に係る要求水準

2 18 ２．（３）仕
様

（記載なし） ⑤アルバイト・常駐委託業者用ＩＣカードの仕様
振興会が指示する文字を印刷のうえ、振興会に納品する。

70 110_(添付5-3-3)公
演来場者受付・案
内等業務に係る要
求水準

2 34 第２　３．
（１）業務実
施体制の整備

業務を実施するにあたり、次の（２）のポスト配置を想定するが、
要求水準を満たし、かつ、国立劇場にふさわしい品格及び利用者の
利便性が高く舞台芸術を提供する施設の雰囲気と調和したサービス
品質を確保できる場合、ポスト数並びに配置日及び時間によらない
業務提供の提案を可能とする。

業務を実施するにあたり、次の（２）のポスト配置を想定するが、
要求水準を満たし、かつ、国立劇場にふさわしい品格及び利用者の
利便性が高く舞台芸術を提供する施設の雰囲気と調和したサービス
品質を確保できる場合、ポスト数並びに配置日及び時間によらない
業務提供の提案を可能とする。
総合受付のポスト数は事業者の提案によるが、休館日を除く日の10
時～18時に業務提供を行うこととし、４．（２）及び５．（２）で
定める業務内容のうち、振興会が指示する業務を実施すること。

71 110_(添付5-3-3)公
演来場者受付・案
内等業務に係る要
求水準

3 9 第２　４．
（１）業務提
供場所

国立劇場における受付、グランドロビー、ホワイエ及び客席を主な
提供場所とする。

国立劇場における受付（大劇場、小劇場、演芸場及び総合受付）、
グランドロビー、ホワイエ及び客席を主な提供場所とする。

72 120_(添付5-3-13)
普及発信施設の運
営支援業務に係る
費用・収入につい
ての考え方

1 維持管理費の
列

当該対価は維持管理業務内の什器・備品保守管理業務の費用として
支払う。

当該対価は維持管理業務内の什器・備品調達業務の費用として支払
う。

73 ***_(参考2-5-3)既
存建物・既存工作
物の図面③

能楽堂の図面 （記載なし） ※【参考資料２－５－３】「既存建物・既存工作物の図面③」を追
加しますので、ご参照ください。
資料の交付を希望する者は、「国立劇場再整備等事業の入札公告に
係る資料の追加交付」をご参照のうえ、必要な書類等をご提出くだ
さい。

74 179_(参考5-1-4)修
繕・更新周期の考
え方

修繕・更新周
期の考え方

（記載省略） ※修繕年（実施時期）の訂正や修繕項目の修繕内容を追記などしま
すので、詳細は【参考資料５－１－４】「修繕・更新周期の考え
方」の訂正版をご参照ください。

75 180_(参考5-1-5)共
用部の維持管理・
運営

2 8 ３．（６）什
器・備品調達
業務

共用部の什器・備品保守管理業務の内容は、【添付資料５－２－
11】「什器・備品保守管理に係る要求水準」に準じて管理組合が決
定するものとする。

共用部の什器・備品調達業務の内容は、【添付資料５－２－11】
「什器・備品調達に係る要求水準」に準じて管理組合が決定するも
のとする。

76 183_(参考5-2-2)国
立能楽堂定期点検
に係る検査報告書
及び国立能楽堂修
繕履歴等

184
～
187

（記載省略） ※消火器管理票を追加しますので、【参考資料５－２－２】「国立
能楽堂定期点検に係る検査報告書及び国立能楽堂修繕履歴等」の訂
正版をご参照ください。

77 202_(参考5-2-21)
清掃業務消耗品及
び廃棄物量の実績

表21－２
表21－３

表21－３
表21－４

78 202_(参考5-2-21)
清掃業務消耗品及
び廃棄物量の実績

（記載省略） ※表21－２を追加しますので、【参考資料５－２－21】「清掃業務
消耗品及び廃棄物量の実績」の訂正版をご参照ください。

79 ***_(参考5-2-24)
日常清掃及び巡回
清掃に係る作業計
画表

（記載なし） ※【参考資料５－２－24】「日常清掃及び巡回清掃に係る作業計画
表」を追加しますので、ご参照ください。

80 207_(参考5-3-3)Ｉ
Ｃカード作成業務
に関するデータ

（記載なし） ※以下のデータを追加しますので、【参考資料５－３－３】「ＩＣ
カード作成業務に関するデータ」の訂正版をご参照ください。
・アルバイト・常駐委託業者用ＩＣカードの納品実績
・独立行政法人日本芸術文化振興会隼町地区複合機の賃貸借（平成
31 年４月から60か月間）仕様書
・独立行政法人日本芸術文化振興会勤怠管理システムの導入仕様書

81 211_(参考5-3-7)チ
ケット販売支援業
務に関するデータ

（記載省略） ※３．（３）令和元年度における通常日における電話対応件数・オ
ペレーター人数・一人あたり処理件数を追加しますので、【参考資
料５－３－７】「チケット販売支援業務に関するデータ」の訂正版
をご参照ください。

82 211_(参考5-3-7)チ
ケット販売支援業
務に関するデータ

３．（３）入場券用紙印字例 ３．（４）入場券用紙印字例

83 215_(参考5-3-11)
国立劇場食堂及び
喫茶室メニューに
関するデータ

（記載省略） ※表11－１から表11－４に各メニューの単価の記載を追加しますの
で、【参考資料５－３－11】「国立劇場食堂及び喫茶室メニューに
関するデータ」の訂正版をご参照ください。

84 217_(参考5-3-13)
国立劇場ショップ
に関するデータ

（記載省略） ※既に公表しているショップの一覧表を１．国立劇場ショップ一覧
とし、プログラム売上実績を２．令和元年～３年国立劇場プログラ
ム売上実績として追加しますので、【参考資料５－３－13】「国立
劇場ショップに関するデータ」の訂正版をご参照ください。

85 ***_(参考5-3-20)
国立劇場ツアー参
考実績

（記載なし） ※【参考資料５－３－20】「国立劇場ツアー参考実績」を追加しま
すので、ご参照ください。
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№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

86 ***_(参考5-3-21)
平成30年度～令和
２年度自動販売機
売上実績

（記載なし） ※【参考資料５－３－21】「平成30年度～令和２年度自動販売機売
上実績」を追加しますので、ご参照ください。

87 224_(資料-3)付帯
事業の実施条件

3 20 第２．２．
(１) 事業敷地
貸付等の条件

⑥　事業者は定期借地権設定契約締結時に契約保証金を振興会に納
入する。契約保証金は貸付料の年額とする。

⑥　事業者は貸付期間の始期の前日までに契約保証金を振興会に納
入する。契約保証金は貸付料の年額とする。

88 224_(資料-3)付帯
事業の実施条件

4 21 第２．２．
(３) 権利の譲
渡等

（記載なし） ⑤　民間収益事業者が特定目的会社の場合において、実質的な代表
者の変更とならない株式譲渡については、振興会の承諾は不要とす
るが、変更内容を振興会に必ず通知すること。

89 224_(資料-3)付帯
事業の実施条件

8 9 別紙１
３．（６）什
器・備品調達
業務

共通使用部分の什器・備品保守管理業務の内容は、【添付資料５－
２－11】「什器・備品調達に係る要求水準」に準じて管理組合が決
定するものとする。

共通使用部分の什器・備品調達業務の内容は、【添付資料５－２－
11】「什器・備品調達に係る要求水準」に準じて管理組合が決定す
るものとする。

90 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

16 16 第１．５．
（２）Ａ_a.加
点項目提案書_
＜各様式の記
載事項＞記載
上の留意事項

ただし、常時雇用する労働者の数が300人以下のものに限る。 ただし、常時雇用する労働者の数が100人以下のものに限る。

91 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

17 第１．５．
（２）Ａ_b．
基本計画説明
書_＜各様式の
記載事項＞枚
数_外観パース

A3／4枚 A3／5枚

92 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

18 24 第１．５．
（２）Ａ_b．
基本計画説明
書_＜各様式の
記載事項＞記
載上の留意事
項_配置図
（２）

７）植栽計画 ７）植栽

93 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

18 60 第１．５．
（２）Ａ_b．
基本計画説明
書_＜各様式の
記載事項＞記
載上の留意事
項_立面図

（記載なし） ５）壁面後退線（【添付資料４－１】「都市計画に係る条件」の壁
面の位置の制限に示す壁面後退の距離）

94 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

23 6 第１．５．
（２）Ｂ_＜各
様式の記載事
項＞記載上の
留意事項

・事業終了時の引継ぎも考慮した長期保全計画・長期修繕計画の効
率的及び効果的な立案及び実施方法について。

・事業終了時の引継ぎも考慮した長期保全計画・長期修繕計画の効
率的及び効果的な立案及び実施方法について。（舞台関係設備も含
む。）

95 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

33 36 第１．５．
（２）Ｃ_＜各
様式の記載事
項＞記載上の
留意事項

－事業費の内訳（収入計画）＜様式Ｃ－３－①＞（指定様式）
－事業収支計画＜様式Ｃ－３－②＞（指定様式）
－初期投資計画及びその他の費用の内訳＜様式Ｃ－３－③＞（指定
様式）

－事業費の内訳（収入計画）＜様式Ｃ－３　添付①＞（指定様式）
－事業収支計画＜様式Ｃ－３　添付②＞（指定様式）
－初期投資計画及びその他の費用の内訳＜様式Ｃ－３　添付③＞
（指定様式）

96 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

34 17 第１．５．
（２）Ｃ_＜各
様式の記載事
項＞記載上の
留意事項

－資金調達計画＜様式Ｃ－３－④＞（指定様式）
－資金拠出者からの関心表明書・融資確約書（取得している場合に
限る。自由様式）
－融資条件書（タームシート）（取得している場合に限る。自由様
式）

－資金調達計画＜様式Ｃ－３　添付④＞（指定様式）
－資金拠出者からの関心表明書・融資確約書（取得している場合に
限る。自由様式）
－融資条件書（タームシート）（取得している場合に限る。自由様
式）

97 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

34 37 第１．５．
（２）Ｃ_＜各
様式の記載事
項＞記載上の
留意事項

－民間収益施設に入居予定の事業者からの関心表明、同種・類似業
務での実績、主な関係機関との協議録等（関心表明は取得している
場合に限る。また協議録は実施している場合に限る。自由様式）
－付帯事業収支計画＜様式Ｃ－４－①＞（指定様式）※主要な費目
の算定根拠を任意の様式で作成すること。
－提案貸付料＜様式Ｃ－４－②＞（指定様式）※基準貸付料以上の
年額貸付料を記載すること。
－民間収益施設　面積表＜様式Ｃ－４－③＞（指定様式）

－民間収益施設に入居予定の事業者からの関心表明、同種・類似業
務での実績、主な関係機関との協議録等（関心表明は取得している
場合に限る。また協議録は実施している場合に限る。自由様式）
－付帯事業収支計画＜様式Ｃ－４　添付①＞（指定様式）※主要な
費目の算定根拠を任意の様式で作成すること。
－提案貸付料＜様式Ｃ－４　添付②＞（指定様式）※基準貸付料以
上の年額貸付料を記載すること。
－民間収益施設　面積表＜様式Ｃ－４　添付③＞（指定様式）

98 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

様式15－４
入札金額の内
訳
セルC44

冊子作成・配送等支援業務費 冊子作製・配送等支援業務費

99 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

様式15－４
入札金額の内
訳
セルD45

冊子製作支援業務費 冊子作製支援業務費

100 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

様式15－４
入札金額の内
訳
F列

（記載省略） ※金額の欄に『(金額追記予定)』と記載しますので、【様式15－
４】「入札金額の内訳」の訂正版をご参照ください。

101 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

様式Ａ－６－
２　建築概
要・各階面積
表

（記載省略） ※【様式Ａ－６－２】「建築概要・各階面積表」の訂正版をご参照
ください。

102 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

様式Ａ－６－
４　建設工事
費等

（記載省略） ※【様式Ａ－６－４】「建設工事費等」の訂正版をご参照くださ
い。
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№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

103 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

様式Ｃ－３添
付①～④

（記載省略） ※【様式Ｃ－３】「添付①～④」を同一ファイルに統合しますの
で、訂正版をご参照ください。
なお、Excelのセル内の計算式や参照リンクを残した状態でご提出く
ださい。

104 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

様式Ｃ－４添
付①～③

（記載省略） ※【様式Ｃ－４】「添付①～③」を同一ファイルに統合しますの
で、訂正版をご参照ください。
なお、Excelのセル内の計算式や参照リンクを残した状態でご提出く
ださい。

105 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

様式Ｃ－４添
付①　事業収
支計画（付帯
事業）
113列以降

*1 設定根拠として別シート等を挿入する際は、できる限り簡潔に記
載するとともに、値貼り付け等の処理は行わず、計算式を残した状
態で提出すること。
*2 賃料等収入の設定根拠は別シートで作成し、部門ごとに「賃料単
価等（賃貸可能面積、賃料単価）、空室等損失、年間賃料収入、敷
金・保証金等」を記載すること。また、ホテルの賃料負担力につい
ては客室数や客室稼働率、客室平均単価等を記載すること。
*3 各項目欄における｢その他｣に該当するものがある場合は適宜、行
を追加し、可能な範囲で具体的な内訳を記入すること。
*4 民間収益事業者が自ら資金調達を予定する場合はEquity-IRR、
DSCR（期中平均・期中最低）の記載は不要とする。
*5 各年度は4月から翌3月までを原則とし、これによらない場合は会
計年度の期間を明記すること。

*1 設定根拠として別シート等を挿入する際は、できる限り簡潔に記
載するとともに、値貼り付け等の処理は行わず、計算式を残した状
態で提出すること。
*2 賃料等収入の設定根拠は別シートで作成し、部門ごとに「賃料単
価等（賃貸可能面積、賃料単価）、空室等損失、年間賃料収入、敷
金・保証金等」を記載すること。また、ホテルの賃料負担力につい
ては客室数や客室稼働率、客室平均単価等を記載すること。
*3 いずれかの設定根拠シートに共通使用部分に係る維持管理・運営
費用のうち振興会が負担する概算費用について記載すること。
*4 各項目欄における｢その他｣に該当するものがある場合は適宜、行
を追加し、可能な範囲で具体的な内訳を記入すること。
*5 民間収益事業者が自ら資金調達を予定する場合はEquity-IRR、
DSCR（期中平均・期中最低）の記載は不要とする。
*6 各年度は4月から翌3月までを原則とし、これによらない場合は会
計年度の期間を明記すること。

106 231_(参考資料-1)
日本芸術文化振興
会　競争入札参加
者注意書(抜粋)

1 15 第１　振興会の発注する契約において、一般競争または指名競争を
実施する場合に競争入札参加者が守らなければならない注意事項そ
の他の取扱いについては、独立行政法人日本芸術文化振興会会計規
程（以下「会計規程」という。）、独立行政法人日本芸術文化振興
会会計規程実施細則その他の規程等に定めるもののほか、この競争
入札参加者注意書の定めるところによるものとする。

第２６　開札場には、競争参加者又はその代理人並びに入札執行事
務に関係のある職員（以下「入札関係職員」という。）及び第２５
の立会い職員以外の者は入場することができない。

第１　振興会の発注する契約において、一般競争または指名競争を
実施する場合に競争入札参加者が守らなければならない注意事項そ
の他の取扱いについては、独立行政法人日本芸術文化振興会会計規
程（以下「会計規程」という。）、独立行政法人日本芸術文化振興
会会計規程実施細則その他の規程等に定めるもののほか、この競争
入札参加者注意書の定めるところによるものとする。

第１３　競争参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す
る法律（昭和二十二年法律第五十四号）等に抵触する行為を行って
はならない。
２　競争参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の
競争参加者と入札金額又は入札意思についていかなる相談も行わ
ず、独自に価格を定めなければならない。
３　競争参加者は、落札者の決定前に、他の競争参加者に対して入
札金額を意図的に開示してはならない。

第２６　開札場には、競争参加者又はその代理人並びに入札執行事
務に関係のある職員（以下「入札関係職員」という。）及び第２５
の立会い職員以外の者は入場することができない。

以下、「入札説明書に関する第１回質問回答」時に訂正した内容

1 2_入札説明書 13 35 ４．（４）④
ウ（Ｂ）

・・・経験を有すること（共同企業体の構成員としての実績は、出
資比率が20％以上の場合のものに限る。）。ただし、記載した同種
工事の経験に携わったことが確認できる工事に限る。

・・・経験を有すること。ただし、記載した同種工事の経験に携
わったことが確認できる工事に限る。

2 2_入札説明書 17 13 ６．（１） ・・・査資料を提出することができる。この場合、４．（２）①か
ら⑩まで、（３）②から⑧まで、（４）②から④まで、（５）②か
ら⑧まで、（６）②及び③、（７）②から③に掲げる要件を満たし
ており、かつ、４．（３）①、（４）①、（５）①、（６）①、
（７）①及び④の認定等を受けていない企業にあっては、開札の時
において当該企業が４．（３）①、（４）①、（５）①、（６）
①、（７）①及び④に掲げる要件を満たしていることを条件として
競争参加資格があることを確認するものとする。

・・・査資料を提出することができる。この場合、４．（２）①か
ら⑩まで、（３）②から⑧まで（③を除く。）、（４）③及び④、
（５）②から⑧まで（③を除く。）、（６）②、（７）②に掲げる
要件を満たしており、かつ、４．（３）①、（４）①、（５）①、
（６）①、（７）①及び④の認定等を受けていない企業にあって
は、開札の時において当該企業が４．（３）①及び③、（４）①及
び②、（５）①及び③、（６）①及び③、（７）①及び③並びに④
に掲げる要件を満たしていることを条件として競争参加資格がある
ことを確認するものとする。

3 2_入札説明書 17 34 ６．（４） （４）競争参加資格確認後は、代表企業、応募者の構成員又は協力
企業の変更及び追加並びに携わる予定業務の変更は認めない。
　ただし、やむを得ない事情が生じ、応募者の構成員又は協力企業
を変更又は追加しようとする者にあっては、第二次審査資料の提出
期限の日までの期間に限り、振興会と協議し、振興会の承諾を得る
とともに、変更又は追加後において４．に掲げる競争参加資格を有
することが確認できる場合（当該変更又は追加しようとする企業
が、４．（３）①、（４）①、（５）①、（６）①、（７）①及び
②の認定等を受けていない企業（当該認定等に係る申請を行ったこ
とを確認できる企業に限る。）である場合は、当該企業が、４．
（２）①から⑩まで、（３）②から⑧まで、（４）②から④まで、
（５）②から⑧まで、（６）②及び③、（７）②から③に掲げる要
件を満たしており、かつ、４ （３）①、（４）①、（５）①、
（６）①、（７）①及び④の認定等を受けていない企業にあって
は、落札の時において当該企業が４．（３）①、（４）①、（５）
①、（６）①、（７）①及び④に掲げる要件を満たしていることを
条件とする。）に限り、応募者の構成員又は協力企業の変更及び追
加並びに携わる予定業務の変更をすることができる。

（４）競争参加資格確認後は、応募者の構成員又は協力企業の変更
及び追加並びに携わる予定業務の変更は認めない。
　ただし、やむを得ない事情が生じ、応募者の構成員又は協力企業
を変更又は追加しようとする者にあっては、本入札説明書に対する
第３回質問提出期限の日までに申請し、振興会に対して協議を求
め、第二次審査資料の提出期限の日までに承諾を得るとともに、変
更又は追加後において４．に掲げる競争参加資格を有することが確
認できる場合（当該変更又は追加しようとする企業が、４．（３）
①、（４）①、（５）①、（６）①、（７）①及び④の認定等を受
けていない企業（当該認定等に係る申請を行ったことを確認できる
企業に限る。）である場合は、当該企業が、４．（２）①から⑩ま
で、（３）②から⑧まで（③を除く。）、（４）③及び④、（５）
②から⑧まで（③を除く。）、（６）②、（７）②に掲げる要件を
満たしており、かつ、４．（３）①、（４）①、（５）①、（６）
①、（７）①及び④の認定等を受けていない企業にあっては、落札
の時において当該企業が４．（３）①及び③、（４）①及び②、
（５）①及び③、（６）①及び③、（７）①及び③並びに④に掲げ
る要件を満たしていることを条件とする。）に限り、応募者の構成
員又は協力企業の変更及び追加並びに携わる予定業務の変更をする
ことができる。

9 / 10



№ 資料名 頁数 行数 項目 訂正前 訂正後

4 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

7 第１．２．
（３）Ｂ：
ｂ．様式１０

（「②技術者の資格・工事経験等が確認できる資料」の項目を削
除）

5 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

36 37 第２．５．ウ ウ　第一次審査資料はすべてＡ４縦長左綴じとすること。ただし、
パンフレット等で左綴じできない場合は別綴じを認める。

ウ　第一次審査資料はすべてＡ３横長又はＡ４縦長の左綴じとする
こと。ただし、パンフレット等で左綴じできない場合は別綴じを認
める。

6 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

37 4 第２．６．
（１）

（１）第一次審査資料は正本１部、副本３部、合計４部を提出する
こと。なお、副本については、正本の複写でも構わない。

（１）第一次審査資料は正本１部、副本１部の合計２部を提出する
こと。なお、副本については、正本の複写でも構わない。

7 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

（様式６－
２）
頁数：1/17
行数：5行目

頁数は、提出する様式、添付書類のすべてに通しで記載して下さ
い。

頁数は、様式ごとに添付する資料の頁数を「〇」といったように記
載して下さい。
また、添付を省略する様式の頁数については、省略した資料が添付
されている様式番号を「様式〇－〇」といったように記載して下さ
い。
なお、各様式に添付する書類の頁数の記載については、様式ごとに
「１」から記載することとし、添付資料の１ページ目を“１”とし
て記載して下さい。

（「技術者の資格・工事経験等の確認できる資料」及び「従事期間
の確認できる資料」の項目を削除）

　

　

　
　　＜建設企業（電気工事）＞
　　＜建設企業（管工事）＞
　　＜その他の建設企業（建築一式工事）＞
　　＜その他の建設企業（電気工事）＞
　　＜その他の建設企業（管工事）＞　　　も同様

　

　
　　＜建設企業（電気工事）＞
　　＜建設企業（管工事）＞
　　＜その他の建設企業（建築一式工事）＞
　　＜その他の建設企業（電気工事）＞
　　＜その他の建設企業（管工事）＞　　　も同様

（「技術者の資格・工事経験等の確認できる資料」の項目を削除）

　

　＜監理技術者又は主任技術者（電気工事）＞
　＜監理技術者又は主任技術者（管工事）＞　も同様

　

　＜監理技術者又は主任技術者（電気工事）＞
　＜監理技術者又は主任技術者（管工事）＞　も同様

（様式６－
２）
頁数：
7/17～10/17
対象箇所：
■建設業務
＜建設企業
（建築一式工
事）＞
＜建設企業
（電気工事）
＞
＜建設企業
（管工事）＞
＜その他の建
設企業（建築
一式工事）＞
＜その他の建
設企業（電気
工事）＞
＜その他の建
設企業（管工
事）＞

9 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

（様式６－
２）
頁数：
11/17～13/17
対象箇所：
＜監理技術者
又は主任技術
者（建築一式
工事）＞
＜監理技術者
又は主任技術
者（電気工
事）＞
＜監理技術者
又は主任技術
者（管工事）
＞

8 226_(資料-4)提出
書類の記載要領

  書類名 様式１０ 

① 契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認できる部分）の写し ○ 

② 技術者の資格・工事経験等が確認できる資料（記載した工事の工事関係書類「従事したこ

とを確認できる部分の写し」など） 
○ 

③ 従事期間が確認できる資料（申請者が証明した従事証明書など） ○ 

④ 施工実績、施工経験が確認できる必要最小限の図面（特記仕様書、平面図、構造図、面積

表など） 
○ 

⑤ 建設工事共同企業体としての実績の場合は、協定書の写し ○ 

⑥ 「複合用途施設」を記載する場合は、当該用途を確認できる資料として、以下を添付する

こと 

・求められている用途（文化・交流施設）が他の用途とともに明記されている資料 

（確認済証、工事特記仕様書等） 

・求められている用途（文化・交流施設）に該当する範囲を確認するための資料 

（平面図に該当範囲をマーキングした資料等） 

・求められている用途（文化・交流施設）の面積集計表 

○ 

 

  書類名 様式１０ 

① 契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認できる部分）の写し ○ 

② 従事期間が確認できる資料（申請者が証明した従事証明書など） ○ 

③ 施工実績、施工経験が確認できる必要最小限の図面（特記仕様書、平面図、構造図、面積

表など） 
○ 

④ 建設工事共同企業体としての実績の場合は、協定書の写し ○ 

⑤ 「複合用途施設」を記載する場合は、当該用途を確認できる資料として、以下を添付する

こと 

・求められている用途（文化・交流施設）が他の用途とともに明記されている資料 

（確認済証、工事特記仕様書等） 

・求められている用途（文化・交流施設）に該当する範囲を確認するための資料 

（平面図に該当範囲をマーキングした資料等） 

・求められている用途（文化・交流施設）の面積集計表 

○ 

 

■建設業務

＜建設企業（建築一式工事）＞

□

□

□

□

□

□

□

又は

様式○－○

○

契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認できる部分）の写し 契約内容・履行期間の確認を行います。

建設工事共同企業体としての実績の場合は、協定書の写し

※「複合用途施設」を記載する場合は、当該用途を確認できる資料として、以下の書類を提
出して下さい。

建設企業の同種工事の実績（建築一式工事）（様式10－１）

求められている用途（文化・交流施設）に該当する範囲を確認するための資料（平面図
に該当範囲をマーキングした資料等）

求められている用途（文化・交流施設）が他の用途とともに明記されている資料（確認済
証、工事特記仕様書等）

求められている用途（文化・交流施設）の面積集計表

施工実績、施工経験が確認できる必要最小限の図面（特記仕様書、平面図、構造図、面
積表など）

実施形態等

施工実績

＜監理技術者又は主任技術者（建築一式工事）＞

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

○

又は

様式○－○

経歴等 配置予定監理技術者又は主任技術者の資格・施工経験(建築工事）（様式10－７）

監理技術者又は主任技術者は建設企業
に所属していることが必要です。

監理技術者資格者証の表裏両面の写し

求められている用途（文化・交流施設）に該当する範囲を確認するための資料（平面図
に該当範囲をマーキングした資料等）

一級建築士免許証又は一級建築士免許証明書の写し

健康保険被保険者証等の写し

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

施工実績、施工経験が確認できる必要最小限の図面（特記仕様書、平面図、構造図、面
積表など）

要件が確認できる箇所をマーキングして
下さい。
実績で求めている要件が確認できない場
合は欠格になります。

監理技術者講習受講証明書の写し

以下のいずれかの書類を提出して下さい。

建設工事共同企業体としての実績の場合は、協定書の写し

施工実績

従事期間の確認できる資料（申請者が証明した従事証明書など）

求められている用途（文化・交流施設）の面積集計表

保有資格

監理技術者の場合、以下の書類を提出して下さい。

提出者の組織に所属してい
ること

以下のいずれかの書類を提出して下さい。

一級建築施工管理技術検定試験合格証明書の写し

監理技術者講習修了証の写し

監理技術者資格者証の裏面の監理技術者講習修了履歴が確認できない場合、以下のいず
れかの書類を提出して下さい。

契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認できる部分）の写し

※「複合用途施設」を記載する場合は、当該用途を確認できる資料として、以下の書類を提
出して下さい。

求められている用途（文化・交流施設）が他の用途とともに明記されている資料（確認済
証、工事特記仕様書等）

監理技術者資格者証（表裏）の写し

■建設業務

＜建設企業（建築一式工事）＞

□ ○ ／ ○ ～

□

○ ／ ○

□

□

□

□

□

□

□

契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認できる部分）の写し 契約内容・履行期間の確認を行います。

建設工事共同企業体としての実績の場合は、協定書の写し

※「複合用途施設」を記載する場合は、当該用途を確認できる資料として、以下の書類を提
出して下さい。

技術者の資格・工事経験等の確認できる資料（記載した工事の工事関係書類「従事した
ことを確認できる部分の写し」など）

要件が確認できる箇所をマーキングして
下さい。
実績で求めている要件が確認できない場
合は欠格になります。

建設企業の同種工事の実績（建築一式工事）（様式10－１）実施形態等

施工実績

従事期間の確認できる資料（申請者が証明した従事証明書など）

求められている用途（文化・交流施設）に該当する範囲を確認するための資料（平面図
に該当範囲をマーキングした資料等）

求められている用途（文化・交流施設）が他の用途とともに明記されている資料（確認済
証、工事特記仕様書等）

求められている用途（文化・交流施設）の面積集計表

施工実績、施工経験が確認できる必要最小限の図面（特記仕様書、平面図、構造図、面
積表など）

＜監理技術者又は主任技術者（建築一式工事）＞

□
○ ／ ○ ～

○ ／ ○

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

経歴等 配置予定監理技術者又は主任技術者の資格・施工経験(建築工事）（様式10－７）

求められている用途（文化・交流施設）に該当する範囲を確認するための資料（平面図
に該当範囲をマーキングした資料等）

一級建築士免許証又は一級建築士免許証明書の写し

監理技術者又は主任技術者は建設企業
に所属していることが必要です。

監理技術者資格者証の表裏両面の写し

健康保険被保険者証等の写し

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

施工実績、施工経験が確認できる必要最小限の図面（特記仕様書、平面図、構造図、面
積表など）

要件が確認できる箇所をマーキングして
下さい。
実績で求めている要件が確認できない場
合は欠格になります。

監理技術者講習受講証明書の写し

提出者の組織に所属してい
ること

以下のいずれかの書類を提出して下さい。

一級建築施工管理技術検定試験合格証明書の写し

監理技術者講習修了証の写し

以下のいずれかの書類を提出して下さい。

建設工事共同企業体としての実績の場合は、協定書の写し

施工実績

技術者の資格・工事経験等の確認できる資料（記載した工事の工事関係書類「従事した
ことを確認できる部分の写し」など）

従事期間の確認できる資料（申請者が証明した従事証明書など）

求められている用途（文化・交流施設）の面積集計表

保有資格

監理技術者の場合、以下の書類を提出して下さい。

監理技術者資格者証の裏面の監理技術者講習修了履歴が確認できない場合、以下のいず
れかの書類を提出して下さい。

契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認できる部分）の写し

※「複合用途施設」を記載する場合は、当該用途を確認できる資料として、以下の書類を提
出して下さい。

求められている用途（文化・交流施設）が他の用途とともに明記されている資料（確認済
証、工事特記仕様書等）

監理技術者資格者証（表裏）の写し
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